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 鹿児島県知事 塩田 康一 殿 
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                         代表者氏名 
 
 

一般競争入札参加資格確認申請書 
 
 
 
 放射線測定機器点検業務委託に係る入札参加資格について確認を受けたいので、下記の書類を添えて申請しま
す。 
 なお、下記に掲げる資格要件に全て該当する者であること、さらに添付書類の内容については事実と相違ない
ことを誓約します。 
 

記 
 
１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 
  (1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 
 (2) 次のアからケまでのいずれにも該当しない者であること。  
  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）  
イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）  
ウ 役員等が、暴力団員等であると認められる法人又は個人  
エ 暴力団又は暴力団員等が、その経営に実質的に関与している法人又は個人  
オ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団又は暴力団員等を利用している法人又は個人  
カ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、いかなる名義をもってするかを問わず、金銭、物品その他

の財産上の利益を不当に提供し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力
し、又は関与している法人又は個人  

キ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している法人又は個人 
ク 役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用してい

る法人又は個人  
ケ アからクまでに定める者の依頼を受けて入札に参加しようとする法人又は個人 

  （注）(2)中の「役員等」とは、次に掲げる者をいう。 
① 法人にあっては、役員（非常勤の者を含む。）、支配人、営業所等（営業所、事務所その他これら

に準ずるものをいう。以下この項において同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するもので
あるかを問わず法人の経営を行う役職にある者又は実質的にその経営を支配している者 

② 個人にあっては、その者、営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わ
ずその経営を行う役職にある者又は実質的にその経営を支配している者 

 (3) 計量法（平成４年法律第 51 号）第 143 条に基づく登録事業者であること。 
 
２ 添付書類 
 (1) 法人登記簿謄本又はその写し 
 (2) 納税証明書 
  ① 消費税及び地方消費税の課税事業者の方は、主たる事務所又は事業所所在地を管轄する税務署が発行す

る消費税及び地方消費税について直近事業年度分の未納がない旨の納税証明書を添付してください（原本
に限る。）。 

  ② 都道府県税の納税証明書については、次の区分にしたがい該当する証明書を添付してください（原本に
限る。なお、納税証明書の発行は各都道府県の総務事務所等が発行しています。）。 

 
 
 
 



 

本社所在地 
支店・ 
営業所 

支店・営業所所在地 提出する都道府県税 

鹿児島県内 

 

あり 鹿児島県内外を問わず 鹿児島県の納税証明書（県税すべてに関し未
納がないことの証明） 

 

なし 
 

鹿児島県外 

 

 

あり 

 

鹿児島県内 
鹿児島県外 本社が所在する都道府県税の納税証明書 

※原則として、都道府県税すべてに関し未納
がないことの証明書としますが、その旨の納
税証明が取れない場合には、主たる事務所又
は事業所所在地なしの都道府県の発行する、
法人にあっては法人都道府県民税及び法人事
業税、個人にあっては個人事業税について未
納がないことの証明書とします。 

なし 

 

 

 

 

 
 (3) 誓約書 
 (4) 計量法（平成４年法律第 51 号）第 143 条に基づく登録事業者であることが確認できる書面



 


